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５．意見の概要

　登録事項証明書等の交付請求書に記載すべき事項として、交付請求書には対象特許登録番号等を記載しなければならない旨の規定を追加すべきである。交付請求書に特許登録番号が明らかにされることを前提に、法第64条第4項に規定する政令で定める期間を30日間とすることは、特定通常実施権の許諾を受けた者と特許権を譲り受けた者のバランスを考慮し、妥当と考える。
法に定めのない登録申請書類等の閲覧を「利害関係を有する者」には認めるべきではないと思われる。
６．意見及び理由

６－１　第２条（定義）について：

第２条において、「登録権利者」、「登録義務者」を通常実施権に関する登録をすることにより、「登録上、直接に利益を受ける者」，「登録上，直接に不利益を受ける者」と定義しているが、単純に，「登録権利者」は実施権の登録においては、特定通常実施権の許諾を受けた者をいい，「登録義務者」は特定通常実施権許諾者をいう、などとした方が良いと思われる。

実務的観点からは，登録による利益，不利益は単純に測れるものではなく、違和感があるからである。 

６－２　第１１条（申請書）について：

申請書には法第５９条第３項所定の登録事項の全てが記載されるべきである。とくに同条第３項第４号（＝対象特許権等を特定するために必要な事項）及び第５号（＝実施許諾の範囲）が令１３条に基づく添付書類として扱われるのは好ましくない。

法第５９条第３項条第３項第４号及び第５号は、最も重要な登録事項であることから、少なくも申請書の項目としては記載されるべきと思われる。なお、その詳細が第13条に基づく添付書類として扱われることについて違和感はない。

６－３　第28条（登録事項証明書等の交付請求の方式）について：
　令第２８条において、交付請求書に記載すべき事項として、交付請求の根拠となる原因や対象特許登録番号等を記載しなければならない旨の規定を追加すべきである。
　令第29条の交付の請求に係る経過期間との関係においても、令において、交付請求書には特許登録番号が明らかにされることを規定すべきと思われるからである。
６－４　第29条（登録事項証明書の交付の請求に係る経過期間）について：
　交付請求書には特許登録番号が明らかにされることを前提に、法第64条第4項に規定する政令で定める期間を30日間とすることは、特定通常実施権の許諾を受けた者と特許権を譲り受けた者のバランスを考慮し、妥当と考える。
６－５　第３０条（登録申請書等の閲覧）について：
法は，登録情報の保護の観点から，登録事項の閲覧，証明書申請のための資格（即ち，利害関係），証明書の開示事項について具体的に定めているのであるから，法に定めのない登録申請書類等の閲覧を認めるべきではないと思われる。仮に，認めるとしても登録の当事者のみに限るべきであり，「利害関係を有する者」には認めるべきではないと思われる。
以上
